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別紙
委員長　　　　開会宣言
議案第７５号
保険医療課長　　議案第75号長久手市国民健康保険条例の一部を改正する条例について説明
じんの委員　　　出産育児一時金は平成18年10月に30万円から35万円に引き上げられている。平成21年には３万円の加算措置があったが、その後の出産費用の変遷はどのようか。
保険医療課長　　平成23年までの平均出産費用は39万円程度と考えられていた。出産の費用は、平成24年度の全国平均が48万6,734円で、愛知県平均が49万7,657円である。
じんの委員　　　出産育児一時金を引き上げる具体的な根拠は何か。
保険医療課長　　今回の引き上げは、健康保険法施行令の改正に準じて行った。
じんの委員　　　平均出産費用が伸びていることが改正の根拠となると思うが、４月から消費税が上がったことは見直しの検討材料に入っているのか。
保険医療課長　　消費税については加味されていない。
じんの委員　　　毎年度の出産育児一時金の利用者はどのくらいか。
保険医療課長　　出産育児一時金の支払件数は、平成23年が53件、平成24年が61件、平成25年が48件、平成26年11月末時点で31件である。
原田委員　　　　出産育児一時金の額が増額にはなっているが、産科医療補償制度の残高が伸びてあまり利用がされていない。医療保険制度の費用負担を見直す必要があったため、今回の改正となったのではないか。
保険医療課長　　産科医療補償制度が平成27年度以降10年間について0.8万円を充当することによって、保険料を３万円から１万6,000円に引き下げることになった。従って健康保険施行令も併せて負担を引き下げた。
原田委員　　　　社会保険に加入している方は産休制度があるが、国民健康保険に加入している方は産休制度がない。本来なら休業補償も併せて出すべきではないか。金額自体は引き上げてもよかったのではないか。
保険医療課長　　出産育児一時金に付加する部分については、３万円を上限としている。健康保険施行令では１万6,000円となっているため、施行規則の中でうたうこととする。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論
じんの委員　　　誰もが安心して出産できるといった意味での支援策として、非常に重　要であり、子育て支援という見地から必要とする性格のものと考えるため賛成とする。
反対討論なし
賛成討論なし

議案第75号長久手市国民健康保険条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。
議案第75号は、原案のとおり可決
議案第５３号
保険医療課長　　議案第53号平成26年度長久手市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）について説明

原田委員　　　　歳入の前期高齢者交付金の補正額がマイナス5,798万3,000円となっているが、主な要因は何か。
保険医療課長　　前期高齢者交付金は全国の65歳から74歳までの医療費の負担を平準化するための交付金であり、前々年度の精算と今年度の概算の合計で交付金が決定する。今回、前々年度の精算を１億1,200万円、今年度の概算を7億9,000万円として合計９億200万円を当初予算で計上したが、　　実際は、前々年度の精算が4,700万円と少なかったことが要因である。　

原田委員　　　　歳出の一般被保険者療養給付費の補正額が０円であるのは、医療費が増えなかったということか。インフルエンザが流行しているが、３月までの療養給付費の見込みはどのように考えているか。
保険医療課長　　今回は特定財源から一般財源への変更に伴うものである。インフルエンザ等の流行によって療養給付費が伸びると考えている。
質疑及び意見を終了
　
討論
　
反対討論なし
賛成討論なし
議案第53号平成26年度長久手市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）については、全員が賛成。
議案第53号は、原案のとおり可決

議案第７１号
健康推進課長　　議案第71号公立陶生病院組合規約の一部を変更する規約について説明　　　　

原田委員　　　　副管理者を１人置くことができると変更した主な理由は何か。副管理者がいないことで、運営上支障はないのか。

健康推進課長　　現状において、副管理者の設置は事務処理上必要ないと考えている。平成24年４月から空席が続いており、組合の裁量に委ねて現実に合わせて設置できるよう、構成市町で合意したものである。
原田委員　　　　２年間副管理者が空席だったのは、政策的に空席にしたわけではないはずである。副管理者の設置について構成市として懸念を持って議論はしたのか。
健康推進課長　　構成３市で協議をしており、規約の変更についても合意した。
じんの委員　　　副管理者を置くかどうかは、どのような基準で判断するのか。
健康推進課長　　具体的には想定していない。組合が副管理者の設置が必要であると判断したときに、組合議会の同意を得て設置する。
加藤委員　　　　管理者に何かあったときはどうなるのか。
健康推進課長　　地方自治法により職務代理者を選任する。実際には病院長となる。
原田委員　　　　他の一部事務組合には副管理者がいるが、他のところに波及するのではないか。
健康推進課長　　他の一部事務組合とは協議していない。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
　
賛成討論なし
議案第71号公立陶生病院組合規約の一部を変更する規約については、全員が賛成。
議案第71号は、原案のとおり可決

議案第６２号
長寿課長　　　議案第62号長久手市包括的支援事業の実施に関する基準を定める条例の制定について説明
原田委員　　　地域包括支援センターが設立して何年目か。

長寿課長　　　平成18年に設立したため、９年目に入る。

原田委員　　　発足当時と現在で、高齢化率及び高齢者はどれくらい増えたか。

長寿課長　　　平成18年４月住基ベースで、65歳以上が約5,000人、高齢化率が11.7％である。平成26年９月末総人口で、65歳以上が8,200人で高齢化率が15.2％である。

原田委員　　　第４条に地域包括支援センターの職員の員数について定めてあるが、この人数で対応できるのか。
長寿課長　　　今回の条例は最低基準を定めるものである。需要に応じて、基準の職員の他にパート等で対応している。
原田委員　　　人数を増やしてほしいという現場からの要請はないか。
長寿課長　　　包括ケア会議という連絡協議会を行っているが、毎年相談件数が増えているという声は聞いている。
原田委員　　　地域包括支援センターを人員的にもバックアップする財政的な処置が必要になってくるのではないか。
長寿課長　　　財政的な面では、介護保険の給付費の３％という枠もあり、今の高齢者の人口からすると、２つのセンターで対応できると考えている。

加藤委員　　　今回条例を制定するにあたって、長久手市として独自の内容は含まれているのか。
長寿課長　　　今回の条例は国の基準をそのまま条例化したため、特に本市独自の考えは盛り込まなかった。
じんの委員　　北中学校ができたため、地域包括支援センターが３か所になると思っている方が多い。今、２か所ある地域包括支援センターの担当圏域をわける工夫をする話し合いはないのか。
長寿課長　　　次期介護保険計画の３年間も現状のまま２か所で考えている。今後、高齢者人口の推移や給付費の額の伸び等をみて、考えていきたい。

佐野委員　　　圏域の話だけではなく、対象の高齢者のバランスも考えているのか。

長寿課長　　　社会福祉協議会の担当するエリアの方が対象の高齢者の数が多い状況である。

佐野委員　　　対象者のバランスを考えながら、３か所目のセンターの場所を考えてほしい。第５条での、検証及び評価はどのようにするのか。

長寿課長　　　７人の委員で構成されている地域包括支援センター運営協議会で、事業報告をし、取組状況の評価をしていただく。

佐野委員　　　現状でもやっていると思うが、さらなるチェック機関を設けることは考えているのか。

長寿課長　　　引き続き現行どおり取り組んでいく。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論
原田委員　　　この条例は、市が介護保険者として市民のために権限を使って実行できることの基本を定めるものである。地域包括支援センターの体制が不十分で、市民の要望に応えることができないという事態があってはならない。今後介護保険者として、地域包括支援センターの設置数及び職員体制を充実させる出発点として賛成する。
反対討論なし

賛成討論なし

議案第62号長久手市包括的支援事業の実施に関する基準を定める条例の制定については、全員が賛成。

議案第62号は、原案のとおり可決
議案第６３号
長寿課長　　　議案第63号長久手市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の制定について説明　
木村委員　　　要支援の方々の移行期間が本市においては平成29年４月からとなる。サービスの低下が懸念されるがどうか。

長寿課長　　　要支援１、２の方の受け皿作りとして、平成27、28年でボランティアやＮＰＯの育成をしていき、サービスが低下しないよう考えている。

木村委員　　　具体的にどのようなボランティアを育成するつもりか。
長寿課長　　　福祉関係で活動しているボランティアが少ないため、地域でサロン活動をしている方々に受け入れてもらえるように考えている。まだ、具体的に基準等は決めていない。
原田委員　　　第９条の３について、介護認定の変更等をする場合30日以内で行うことができなかった場合、どうするのか。
長寿課長　　　更新の手続きの場合、市役所から60日前に更新の案内をしている。
原田委員　　　30日以内に更新の手続きが完了しているという意味か。

課長補佐　　　更新を必要としない方もいるが、更新手続きがされていない方には、事務局等から確認の連絡をしている。
原田委員　　　第27条の事故発生時の対応について、事故を事故として認知しない事例はあるか。その場合の指導はどうするのか。
課長補佐　　　今回の条例は、指定介護予防支援事業の部分での事故発生時の対応を定めているため、ケアマネジャーが各利用者のケアプランを作るために接触する機会が考えられる。具体的には、最初のアセスメント時、サービス担当者会議、状態の変化をみるモニタリングといった機会であり、事故の現状はない。
　　　　　　　事故を事前に防ぐために、何か危険があった場合は事業所内で情報共有するよう指導している。
原田委員　　　介護保険の改正にあたって、ケアマネジャーと要支援の方と計画を定めているが、目標が達成できたため要支援から外されるという事態を懸念するがどうか。
長寿課長　　　この基準については現状も運用している。要支援の方に自立してもらうことが目標であり、目標設定についても本人の同意の上で行っている。
課長補佐　　　ケアプランを作成する際、大前提として自立支援がある。保険者としては自助と互助も含めて指導している。現在は社会資源が少ないため、介護保険のサービスに偏ったプランにはなってしまっているが、今後は新しい体制に変えていく。
じんの委員　　今回の条例を制定する上で、地域の実情に応じて異なる内容を定めることができたはずであるが、それをしなかった理由は何か。

長寿課長　　　第29条の記録の整備において、記録の保存年限について国の基準は２年であるが、条例では５年とした。

じんの委員　　在宅医療との連携や24時間体制で支えていくシステム等の構築が必要になってくると思うがどのように考えているのか。
長寿課長　　　平成26年３月末から定期巡回随時対応型サービスを開始している。　　　医療と介護の連携という面では、医師会、薬剤師会や介護事業所と連携して、ネットワーク連絡協議会等を通じて関係づくりをして在宅医療を支える取組をしている。
原田委員　　　ひとりひとりのケアプランを作るケアマネジャーの能力差が大きいという話を聞くがどうか。
長寿課長　　　ケアマネジャーの資質向上については、年６回勉強会をしている。ケアプランのチェックは講師にお願いしてサービスが均等になるようにしている。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論
原田委員　　　介護保険のサービスを受ける方々の権利が保障されて、生活支援がきちんとできるように市が直接管理できるという出発点として、私たちも勉強しながらちゃんとした運用ができるようしていきたい。
反対討論なし

賛成討論なし

議案第63号長久手市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の制定については、全員が賛成。
議案第63号は、原案のとおり可決

暫時休憩

午前11時19分休憩

午前11時30分再開

議案第６４号
長寿課長　　　議案第64号長久手市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例及び長久手市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例について説明
原田委員　　　認知症の方への虐待や転倒して怪我をしたという、介護日誌についての記録も５年間保存するのか。
長寿課長　　　サービス内容の記録についても５年間保存する。
原田委員　　　施設の監査はこれからどうなるのか。

長寿課長　　　監査については要綱で定めている。

原田委員　　　不都合や隠蔽工作があった場合の公表はどうするのか。

長寿課長　　　地域密着型サービス運営委員会で報告することになる。

岡崎委員長　　過去の監査の実施状況はどのようか。
長寿課長　　　実地指導ということで、平成23年度はグループホームを１か所、平成24年度は小規模多機能型居宅介護を１か所、平成25年度は小規模特別養護グループホームで指導を行った。平成26年度についても３か所予定している。

原田委員　　　介護事業者の研修は市が援助できると思うが、どう考えているか。

課長補佐　　　研修については、愛知県から専門職種ごとの研修通知があるため、各事業所に案内している。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第64号長久手市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例及び長久手市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。
議案第64号は、原案のとおり可決
議案第６５号
長寿課長　　　議案第65号長久手市指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定に関し必要な事項を定める条例の一部を改正する条例について説明　　　　
加藤委員　　　長久手市には事業所がいくつかあるが、数は足りているのか。また、待機者の状況はどうか。
長寿課長　　　平成27年から平成29年の介護保険事業計画の中では必要ないと考えている。待機者について、すぐに入所が必要という方は各施設で数名である。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第65号長久手市指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定に関し必要な事項を定める条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。
議案第65号は、原案のとおり可決
暫時休憩

午前11時46分休憩

午後１時00分再開

議案第７０号

長寿課長　　　　議案第70号長久手市福祉の家温泉交流施設及び長久手市田園バレー交流施設の指定管理者の指定について説明　　　　

すえ委員　　　　まず、会派に配布された資料について、無会派には説明も配布もなかったのはなぜか。
長寿課長　　　　会派の方に、今の温泉の経営状況等の意見を伺いたかったためである。

すえ委員　　　　無会派は人数も多く日程調整するのが難しいとは思うが、時間を設けてほしかった。説明は無理でも、資料だけでももらいたかった。

長寿課長　　　　次回以降の対応は検討していきたい。

佐野委員　　　　無会派には意見を聞かなくてもいいという判断であったのか。

長寿課長　　　　今回は会派の方から意見を伺おうという判断であった。

福祉部長　　　　長久手市議会では会派制をとっているため、会派から意見を伺おうと判断した。
加藤委員　　　　温泉の光熱費が上がっている原因は何か。ガス代の高騰だけでなく、温泉の温度が下がっているという温泉としての機能が下がっていることが原因ではないか。
長寿課長　　　　湯温については33度なので、ボイラー等を使って暖めている。ガス使用料としては５年前と比べると減っているが、ガスの単価が上がっているためである。

加藤委員　　　　当初の湯温と変わってはいないか。

長寿課長　　　　当初は33.2度であり、平成24年に分析したところ34℃であったため、ほとんど変わっていない。
加藤委員　　　　湯量も変わっていないか。
長寿課長　　　　許可量が毎分120リットルであるが、現在も同等の湯量を汲み上げており変わりはない。
じんの委員　　　アグリ事業部について、経営努力をしても今以上の収益はあまり望めないという状況なのか。

産業緑地課長　　今後の伸び代については、経営努力していきたい。
じんの委員　　　温泉事業部について、平成26年度の予測で経常損益が上がっている要因は何か。

長寿課長　　　　一番大きい要因は入湯税の課税免除である。
じんの委員　　　経常損益が上がった要因が入湯税の課税免除であれば、今回指定管理期間を３年から４年にする根拠にはならないのではないか。
長寿課長　　　水道やガスの節約の取組や、効率のよいシフトを組み、残業を減らすという人件費の削減等の経営努力はしている。今回指定管理期間を４年としたのは、議員の任期内に一度は審議をしてもらおうという考えで決めた。
じんの委員　　指定管理者選定委員会で指定管理期間についての議論はあったのか。
財政課長　　　議論はなかった。委員会での議論の内容は、福祉の家条例と田園バレーの条例の中で指定の基準として書かれていることを議論するが、指定管理期間については条例の中の項目にない。

じんの委員　　温泉事業について、入泉者数は決して悪くないと思う。経営の仕方がおかしいのではないか。これからも株式会社長久手温泉で経営していくとすると、納得する利益が見込めるとは思えないが、どうして公募を考えなかったのか。公募を考える余地はあるのか。
長寿課長　　　考えはありません。
佐野委員　　　指定管理者選定委員会において、前回の議会の経緯は伝わっているか。
財政課長　　　伝わっている。
佐野委員　　　前回、指定管理期間を３年としたのは、議員任期中に要求したことに対して答えを示して下さいという意味で３年とした。担当課として理解しているか。
長寿課長　　　３年前にいただいた意見は理解している。
佐野委員　　　その上で指定管理期間を４年としたということか。
長寿課長　　　そのとおりである。

佐野委員　　　３年前には、次の更新時にきちんとした材料を議会へ示してもらわないと判断できないと要望している。それを理解していて、議会全体へ経緯を説明しなかったのはなぜか。
長寿課長　　　担当課長としては、次回このようなケースがあった場合は議会全体へ説明していきたいと思っている。
原田委員　　　まず、赤字になったことについて反省して黒字にするというのが前提で、改善する執行猶予としての意味での３年であった。長寿課が担当するには無理があるため、経営を独自に考えることができる課に担当させるべきであると思うが、どう考えるか。
長寿課長　　　温泉施設について、全体的に市場が右肩下がりになるとの予測の中、少しずつ改善してきている。経営面については、平成24年から温泉との定例会を継続しており、今後の展開や市の施策等を意見交換している。
原田委員　　　当初、利用者が年間42万人であれば黒字経営できると説明を受けた。施設の改修等の費用は市が負担しているのに、なぜ赤字経営となってしまうのか。市としてどう責任を感じていて、改善しようとしているのか。
福祉部長　　　今期は、入湯税の課税免除により黒字の見込みを出している。この黒字分については市民の健康増進事業に充てていく予定であるが、具体的には決まっていないため、温泉と市で協議していきたい。経営上の努力はしている。

原田委員　　　任意指定の理由として、運営による利益が出た際に、市に還元ができるとあるが、経営状況を見ていると利益が出て市に還元されたことはない。このような状況であれば、民間企業でも一緒なのではないか。もっと真剣に考えるべきではないか。
福祉部長　　　今後、入湯税の課税免除により利益が出る見通しである。利益分を事業に充てるのか市に還元するのかは、温泉と市で検討していきたい。
原田委員　　　温泉の職員の採用状況はどうか。市民の雇用は確保されているのか。
福祉部長　　　職員の採用については、株式会社長久手温泉に任せている。温泉部門において、正規職員は14人中2人、臨時職員は69人中35人と聞いている。
佐野委員　　　この３年間で、船井総研に収支改善策の委託をしたのが大きなターニングポイントであると考える。活性化施策で費用対効果の表があるが、これは誰の見立てであるか。
長寿課長　　　船井総研においてどれくらい費用がかかるか見立てたものである。

佐野委員　　　船井総研に改善メニューを提案してもらうため、400万円を市が出して委託したはずであるのに、費用対効果が最も高いものが、実施されていないのはなぜか。
長寿課長　　　例えば、朝風呂や深夜風呂については入泉者数よりも人件費がかさんでしまうという判断で実施しなかった。
佐野委員　　　市場のリサーチに伴う改善策を委託しているのに、この活性化施策では根拠のない提案にならないか。
長寿課長　　　現場を見た上で、船井総研の持つノウハウからメニューを提案してもらった。
佐野委員　　　人員配置を全く根拠にいれずに提案がされている。市が400万円出して調査したものに対して、誰が評価するのか。
長寿課長　　　それぞれの計画における進捗状況については、定例会議で確認している。船井総研の提案を温泉が受け止めて、温泉の取組状況を市が確認している。
佐野委員　　　改善策そのものが何の根拠がないということであれば、市が評価できるはずがない。
川合議長　　　まず、この温泉をつくるとき当時の町長からは、人の交流ができる、入湯税がはいる、住民が温泉に入れるという説明だった。今、入湯税は課税免除になり、この温泉をやっていく意味はどこにあるのか。３年から４年にするということは、４年後に経営改善されるということなのか。もし、改善されていなければどうするのか、説明してもらわないと判断できない。
福祉部長　　　今回指定管理を申請する際に、４年間の見込みを出している。もし、赤字となり市からの赤字補填があるようであれば運営自体を考えていくことが必要である。
暫時休憩

午後２時08分休憩

午後２時20分再開

委員長　　福祉部長の答弁を求める。

福祉部長　　　４年間の指定管理期間の中で経営改善しなければならないという話があったが、平成25年からは黒字になっているため、引き続き経営改善をしていきたい。今後赤字になった場合は、経営主体や運営方法を考えていきたい。民間企業に運営を任せると、市の意向が反映しづらくなるため、第３セクターで少しでも黒字になるような努力をしていきたい。
岡崎委員長　　４年後に結果が出なかった場合は、指定管理の株式会社長久手温泉をやめ、公募をするかもしれないというような決意をもって４年間取り組むという考えでよいか。

福祉部長　　　赤字が続いて、市から赤字補填をしなければならないという状況が続けば運営主体の見直しも含めて考えていきたい。

質疑及び意見を終了
討論
反対討論

佐野委員　　　今聞いた答弁は、議会として３年前に経営や公募条件等を要望したときの答弁とほぼ同様であった。また、情報提示も不作為であると感じる。市民に議会の判断としてきちんと説明できるよう反対とする。さらなる改善が図られるよう今後とも要望していきたい。
賛成討論
加藤委員　　　ござらっせとあぐりん村は観光交流の場として相乗効果があると思う。市民が利用しやすいような温泉事業部の改善をしていただきたいと思い賛成とする。
　　　　　　　

　　　　　　　反対討論

原田委員　　　第３セクターによる事業は赤字の垂れ流しである。３年前にこれ以上見逃すことができないという理由で執行猶予を３年間つけたが改善されなかった。経営改善をしようという姿勢が執行部からみられない。積極的な情報公開がない中、現状の体制を伸ばすことは市民にとって不利益になると考えて反対とする。　　　　　　

　　　　　　　賛成討論なし

　　　　　　　反対討論

じんの委員　　アグリ事業部については、指定期間が５年でも認められると考える。温泉事業部については指定期間を３年から４年にするという明確な根拠が見られない。入湯税が課税免除になったから黒字になったという理由では困る。経営努力をして黒字を出していただきたい。市内の利用者が15％である中、市民にどのように還元していくのかも不明である。総合的に勘案すると、議会の判断の責任の重さは大きいと思うため、反対とする。
　　　　　　賛成討論なし

　　　　　　反対討論なし
議案第70号長久手市福祉の家温泉交流施設及び長久手市田園バレー交流施設の指定管理者の指定については、賛成少数。
議案第70号は、否決
委員長　　　次に、閉会中の継続調査について諮る。

継続調査申出事件一覧表のとおり、引き続き閉会中も継続して調査することを委員長が提案する。
異議ないため、継続調査とし、継続調査申出事件一覧表を委員長から議長に申し出ることで全委員了承する。

委員長報告は委員長と副委員長への一任を確認。

委員長　　　閉会宣言
午後２時32分終了
以上、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。
平成26年12月11日
教育福祉委員会委員長　　岡崎つよし
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